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双葉通信【第 176 回】（廃炉への道№4）“電気は東京へ 放射能は福島に”   20230601 
 上 ⽥  勉 

原発の運転期間が 60 年超へ 原発推進束ね法が成⽴、福島事故後のルール変更  
「原発の運転期間の延⻑を含む「GX 脱炭素電源法」が 5 ⽉ 31 ⽇、参院本会議で⾃⺠、公
明、⽇本維新の会、国⺠⺠主の各党の賛成多数で可決、成⽴した。2011 年の東京電⼒福島
第⼀原発事故を機に運転期間を最⻑ 60 年に制限したが、これを超えて運転できるようにな
る。延⻑の具体的な要件が定まっていないなど課題は残る。 

GX 脱炭素電源法は、原⼦炉等規制法（炉規法）や電気事業法（電事法）、原⼦⼒基本法な
ど 5 本を⼀括して改正するもので、束ね法案として審議。運転期間の制限は、炉規法で原則
40 年、原⼦⼒規制委員会が認めれば最⻑ 20 年延⻑できると規定。原発事故後、当時野党だ
った⾃公両党も賛成し、安全規制の柱として導⼊された経緯がある。 

【そもそも解説】60 年超原発、新しい審査制度って？ 
 今回の改正は、原則 40 年の⾻格は維持しつつ、規制委の審査や裁判所の命令、⾏政指

導などで停⽌した期間を運転期間から除外することで延ばす。除外期間が 10 年間なら、運
転開始から 70 年まで動かせる。ただ、審査などの期間のうち、どの範囲を除外期間と認定
するかは法律で⽰されていない。今後、経済産業省が具体的な基準をつくる。電⼒会社の過
失や責任で審査や⼯事が滞った期間も含まれる可能性がある。 

 運転延⻑の認可は、安全性ではなく、利⽤政策の観点から経産相が判断する。電⼒の安
定供給につながるか▽脱炭素へ貢献するか▽電⼒会社が⾃主的に安全性の向上や防災対策
について努⼒しているか―といった要件を満たすかを審査する。⼀⽅、安全性は規制委が確
認する。改正した炉基法には、停⽌期間は除外せずに運転開始から 30 年を起点とし、10 年
を超えない期間ごとに設備の劣化具合を審査する規定を設けた。この審査を通らなければ、
経産相は運転延⻑を認可できない。具体的な審査⽅法は規制委で議論しているが、60 年を
超える原発設備の審査は世界的にも珍しく、専⾨家からは安全性を担保できるか疑問の声
も上がる。原⼦⼒の「憲法」とされる原⼦⼒基本法も改正した。電気の安定供給や脱炭素の
観点から、原発の活⽤に必要な措置をとることを「国の責務」と位置づけた。原発の運転延
⻑は、岸⽥政権が打ち出した「原発回帰」の柱だ。岸⽥⽂雄⾸相は昨年 8⽉、運転延⻑に加
え、「新規建設」「再稼働の促進」など原発政策の転換を検討するよう指⽰した。その後、今
年 2 ⽉にこれらの⽅針を閣議決定した。福島第⼀原発事故以来の原発政策の⼤転換が、⾸
相指⽰からわずか 9 カ⽉間で決まったことへの批判は根強い。（岩沢志気）」 
（「朝⽇新聞デジタル」2023 年 5 ⽉ 31 ⽇ 10 時 54分） 

【私の決意】 
① 原発推進関連 5 法案が可決成⽴した。私は、なお⼀層原発被災地フクシマから、原発
ゼロを訴えていく決意です。 

② 私が亡くなった時、「原発事故はなかった。上⽥さんは間違っていた」と⾔われるこ
とを願っています。 
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【「東京新聞電⼦版」2023 年 4 ⽉ 28⽇ 06 時 00分】 

 
【（写真）ＧＸ法案の廃案を求め声を上げる⼈たち＝29⽇、参院議員会前（しんぶん⾚旗
電⼦版 2023 年 5 ⽉ 30 ⽇）】 

 

【（写真）原発回帰の原発推進等５法案で会⾒する市⺠団体＝29⽇、国会内（しんぶん⾚
旗電⼦版 2023 年 5 ⽉ 30 ⽇)） 


